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報告

子吉知恵美　１

就学前の発達障害児の支援体制について
―継続支援のための一考察―

概　要
　本研究は，就学前において発達障害児を早期発見し，早期支援に結びつけるために専門職者の保護者へ
の支援体制の実際と，就学へと継続支援していくために専門職者の経験年数が影響あるのか一考察を得る
ことを目的に行った．就学前の様々な支援体制の中で，保健センターでは乳幼児健診とその後のフォロー，
教育委員会では平成 19 年度から都内全域で進められている就学支援シートに主に着目した．教育委員会
と保健センター双方の調査結果から，保護者への支援体制を整える一方，関係機関がそれぞれで体制を整
えるのではなく継続支援のための一貫した組織編成や専門職者による発達障害の情報提供などが保護者の
認識を得るための条件との一考察を得た．また，専門職者の経験年数が継続支援のための支援体制に影響
があるかということでは，就学支援シートの活用については，影響があると示唆されたが，それ以外につ
いては特に影響がないという見解を得た．

キーワード  発達障害児　継続支援　支援体制　就学支援シート　乳幼児健診

１．はじめに
文部科学省は，乳幼児期から学校卒業までの一

貫した相談・支援体制の構築をめざし，各都道府
県教育委員会に委嘱して「教育相談体系化推進事
業」（2001 ～ 2002 年度）を立ち上げ，研究委嘱
地域を指定した．「教育相談体系化推進事業」に
取り組んだ地域は「教育相談連絡協議会」という
ような連絡調整機関や，実際に相談・支援にあた
る「相談・支援チーム」を立ち上げることで，養
護学校と地域の保健所や保育所などの関係機関が
支援ネットワークをつくり，幼児期から学校卒業
までの一貫したサポートを実現しようとしてい
る．「教育相談体系推進事業」の目的は，「乳幼児
期から卒業までの一貫した相談・支援体制づくり」
だったが，実際に事業として取り組まれたのは，
ほとんどが就学前児を対象とした相談・支援だっ
た．今まで教育側が取り組めなかった部分が「乳
幼児期から学齢期への移行」であったと考えられ
ている 1）．また，先行研究 2）でも就学前から学齢
期へと関係機関の連携に関する文献は存在する．
しかし，今後の課題において関係機関のさらなる
連携の必要性を述べるにとどまっている．

このような中，東京都においては，平成 19 年
度から都内全域において就学支援シートを活用す
ることを目指し取り組んできた．これは，就学前

から発達障害児に関する情報を一括し，就学前機
関と保護者と教育委員会の就学支援シート担当者
が記載するシートである．これを学齢期に移行す
る際に記入し，学齢期では継続支援を実施するこ
とを目指している．

全国的には，札幌市の学びの手帳 3）や滋賀県
湖南市の子どもたちの支援体制に関係する教育サ
イドや福祉サイドの関係 5 課が作成し共有する
IEP（Individualized Education Program: 個別教
育計画）など様々な地域で記録媒体は存在する 4）．
しかし，それらは各自治体により異なる．

また，保健福祉行政でみると発達障害児の早期
発見・早期支援という点からは，5 歳児健診があ
げられる．これについては先行研究5）~15）において，
現行で実施されている乳幼児健診では，注意欠
陥 / 多動性障害 （以下 ADHD:attention-deficit/
hyperactivity disorder）や学習障害（以下 LD 
:learning disabilities）や広汎性発達障害といっ
た発達障害を発見することは自閉症以外では，ま
だ発達障害の症状を呈する時期でないため困難で
あることが述べられている．さらに，3 歳児健診
以後，就学時健診までスクリーニングの機会はな
く，発達障害が 5 歳頃に集団生活を通し，症状が
顕著に顕われてくることから，早期介入の機会を
得るために 5 歳児健診は発達障害児の早期発見に
関して有効であるとわかる．１　石川県立看護大学
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しかし，母子保健法で定められた健診ではなく，
各自治体負担で実施され，鳥取県と栃木県は全県
で行われているが（平成 20 年度現在），それ以外
では実施地域は限定されているのが現状である．

　以上のことから，就学前機関の保健センター
においては発達障害の早期発見のために 5 歳児健
診を実施し，継続支援のために教育委員会を中心
として学齢期へ移行する際に都内全域において就
学支援シートの活用を目指している．

しかし，就学前機関である保健センターと学齢
期への移行時に関わる教育委員会の双方で移行支
援のための支援体制を整備する中，実際は就学を
機に支援が途切れる問題について別府 16）も指摘
する．

このことから，就学前に子どもと保護者に関わ
る保健センターと就学時に発達障害児の支援に関
わる教育委員会就学支援シート担当者の双方に調
査を実施することで，継続支援のために専門職者
による発達障害児とその保護者への支援体制につ
いて一考察を得ることができると考える．

東京都や様々な地域で発達障害児の継続支援の
ために開発されている発達記録媒体（東京都では
就学支援シート）は，米国の IEP（Individualized 
Education Program: 個別教育計画）を見本に作
成されている 17）．この IEP は，保護者の意向を
もとに進められることが基本になっている．この
ことからも，発達障害児の早期支援・継続支援に
は保護者が発達障害について正しい情報を得，適
切な知識を得ることが重要になってくる．

本研究の目的は，東京都における発達障害児の
就学前から学齢期への移行支援における支援体制
の実態について明らかにし，保護者が発達障害に
ついての正しい情報や知識・認識を得るための専
門職者による支援体制について検討する．また専
門職者の経験年数が継続支援のためのこれらの支
援体制に影響があるのか一考察を得る．　　

２．方法
２．１　研究対象

　本調査の目的に沿う対象として，東京都広域
特別支援連携協議会委員のアドバイスのもと以下
の 2 グループを設定した．
①　�東京都各市区町村教育委員会就学支援シー

ト担当者
②　�東京都各区市町村保健センター母子保健担

当保健師
対象者のリクルートは，次の手順で行った．

（１）教育委員会就学支援シート担当者
就学前に発達障害の子どもの保護者に関わる，

就学支援シート担当者に依頼した．
教育委員会の就学支援シート担当者を対象とし

た理由は，事前に 3 カ所の就学シート担当者と面
接をし，就学前の発達障害児に一番関わりが深い
と感じたためである．また，東京都では平成 19
年度から都内全域で就学支援シートの活用を進め
ており，今後もその活躍が望まれているからであ
る．

（２）保健師
乳幼児健診に関わり，発達障害を最初に発見す

る機会の多い，母子保健担当保健師に依頼した．

２．２　調査方法　
（１）調査期間

平成 19 年 12 月～平成 20 年 1 月
（２）調査方法

東京都 62 区市町村教育委員会就学支援シート
担当者と 161 カ所の保健センター等の母子保健
担当保健師に，郵送による質問紙調査を実施した．

（３）調査内容
調査項目は，教育委員会就学支援シート担当者

への調査については 14 項目，保健センター母子
保健担当保健師に対しては 8 項目とした．この調
査項目については，就学前の支援体制を中心に作
成した．

項目に沿って，設問を入れ，その他では自由回
答とした．

調査項目の内容は，次の通りである．

＜教育委員会就学支援シート担当者＞
①対象の背景（性別・年齢・教育に携わった年

数・取得している免許状），②特別支援コーディ
ネーターの指名状況，③保健師所属の有無，④就
学前の支援体制について，⑤スクールサポーター
の活用について，⑥就学支援シートについて・活
用の課題・広報・活用の流れ・誰が学校に持って
行くか・記入や活用の課題・活用の経緯・保護者
の認識，⑦巡回相談について・巡回相談職員・実
施理由・記録・保護者への関わり，⑧連携につい
て，⑨記録媒体について・情報伝達の課題・母子
健康手帳の活用，⑩会議について，⑪就学時健診
について・カンファレンス参加職種・引き継ぎ会
について，⑫保護者支援と理解啓発・保護者支援
に有効な職種とその理由・保護者支援で実施して
いること・課題，⑬教育相談・就学支援体制につ
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いて，⑭相談室への相談件数・発達障害の情報提
供・課題・就学相談における保護者支援・相談が
難航する保護者の障害認識

＜保健センター母子保健担当保健師＞
①対象の背景（性別・年齢・保健師経験年数・

各保健センターの母子保健担当保健師所属人数），
② 5 歳児健診実施の有無，③幼児健診の形態・ 
フォロー体制・健診での発達障害発見について・
フォローの状況・母子健康手帳の活用状況・学齢
期への連絡調整，④保護者との関わりについて，
⑤困難事例・成功例，⑥発達障害児の保護者支援，
⑦保育所（園）・幼稚園との関わりについて，⑧
教育委員会との関わりについて

２．３　分析方法
結果は単純集計をし，データ分析においては

SPSS　V13.0 を使用し，有意水準 0.01 以下を採
用した．教育委員会への調査では，対象者の教育
経験年数を 5 年未満，5 ～ 10 年未満，10 年以上
にグループわけし，次の項目とχ 2 検定を行った．

教育経験年数と「就学支援シート活用の課題」
についてである．

保健師の経験年数を 5 年未満，5 ～ 10 年未満，
10 ～ 20 年未満，20 ～ 30 年未満，30 年以上にグ
ループわけし，次の項目とχ 2 検定を行った．

保健師経験年数と「保育所・幼稚園の巡回相談
への保健師の関わりの有無」についてである．

２．４　倫理的配慮
調査用紙を郵送時，同封した趣意書に各自の自

由意志によって回答が拒否できること，回答は無
記名であることを明記した．調査に関しては研究
目的以外に使用しないことを示した．

２．５　用語の定義
移行（支援）：（制度などが）移りゆくことと定

義 18）されており，就学前から就学へと移りゆく
際の支援をいう．たとえば，教育支援計画などは
移行支援のためのツールとして使用されている．

継続（支援）：前の状態・活動が続くこととい
うことと定義されている，就学前から支援が継続
することをいう．保健センターの事業においては，
フォロー教室や遊びの教室などを含む．

３．結果
調査に回答が得られたものは，次の通りである．

＜教育委員会＞
調査票の配布数は 62，回収数 14 であり，この

すべてを有効回答とした．有効回答率は 22.6%で
ある．
＜保健センター＞

調査票の配布数は 161 であり回収数は 55 であ
り，このすべてを有効回答とした．有効回答率は
34.2%である．
３．１　対象者の概要　

（１）教育委員会
対象者の性別は女性 4 人（28.6%），男性 9 人

（64.3%），無回答 1 人（7.1%）であった．平均年
齢は 39.4 ± 2.5 歳，回答者が教育機関に携わって
からの経験年数は平均 5.2 ± 1.5 年であった．

取得免許状は，小学校と中学校の両方の免許を
所有しているものが 1 人，中学校免許，幼稚園教
諭免許，臨床発達心理士がそれぞれ 1 人であり，
免許を所有していないものは 5 人あった．

（２）保健センター
回答者は性別と年齢について無回答だった 2 人

を除く 53 人（96.4%）全員が女性であり，平均
年齢は 42.2 ± 1.4 歳であった．回答者の保健師経
験年数は平均で 16.7 ± 1.3 年であった．各保健セ

 11

ｎ（％）

実施している 実施していない 無回答

就学支援シートの活用 8(57．1) 5(35．7)

５歳児健診の実施 2(14．3) 12(85．7)

療育機関での支援 6(42．9) 7(50．0) 1(7．1)

特別支援学校での相談 5(35．7) 9(64．3)

保育所への巡回相談 6(42．9) 8(57．1)

幼稚園への巡回相談 5(35．7) 9(64．3)

乳幼児健診への教育委員会職員の参加 0(0） 14(100)

就学時健診への保健師の参加 1(7．1) 13(92．9)

その他 2(14．3) 2(14．3)

 

表 1 教育委員会における就学前の支援体制 (n=14 重複回答) 

 

 

                                          

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1　教育委員会における就学前の支援体制 （n=14 重複回答）
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ンターの母子保健担当保健師数の平均人数は 6.7
± 1.0 人であった．

３．２　教育委員会への調査結果
（１）教育委員会の就学前の支援体制

教育委員会に区市町村の保健師が所属している
かについては，所属していれば連携もとりやすい
と考えられるが，実際は 1 人所属しているとこ
ろが 1 人（7.1%）のみであり，それ以外の 13 人

（92.9%）は所属していないことがわかった．
表 1 で示した通り，教育委員会における就学

前の支援体制としては，「就学支援シートの活用」
が中心であり，他は「療育機関での支援」「特別
支援学校での相談」「保育所への巡回相談」「幼稚
園への巡回相談」であった．

（２）就学支援シートの活用
東京都内全域で移行支援のために作成されるこ

とになった就学支援シートの活用についても，平
成 19 年度時点では「活用している」は 8 人（57.1%）
と半数程度にとどまった． 

就学支援シートの活用について課題と感じてい
ることについては，「フォローされている保護者
のみが活用している」が 6 人（42.9%）であった．
幼稚園や保育所の協力が得にくいということにつ
いては，課題だと感じていないとするものが 6 人

（42.9%）であり，課題とは感じていないようで
あった．

就学支援シートの記入に関する課題と教員年数

との関連については，表 2 で示した．
「就学支援シートに記入する内容は，保護者の

同意を得るものであり，記入する内容に限界があ
る．保護者の発達障害に対する認識が大きく影響
する」という項目と教員年数においてχ 2 検定を
実施したところ有意な差が認められた．（p<0.01）

このことから，就学支援シートの記入内容は保
護者の発達障害に対する認識に大きく影響し，就
学支援シートの担当者の教育経験年数が影響する
ことがわかった．

就学支援シートを活用する保護者については，
「保健師との関係が良好」「療育機関の職員との関
係が良好」とする意見があり，就学前機関で関わ
る専門職者との関係が良好であることが就学支援
シートの活用に影響があることがわかった．保護
者が就学支援シートを活用する保護者の印象は，

「発達障害についての正しい知識があり，受け入
れている」「発達障害についての正しい知識はな
いが，子どものためという意識はある」であった．

そして，保護者が活用するための課題としては，
「正しく知識を得られるための情報提供手段が必
要である」というものが 10 人（71.4%）であり，
また「就学前に関わる関係職種の情報共有の場が
必要である」というものが 7 人（50.0%）であった．

（３）連携・記録媒体の統一について
教育委員会における支援体制の課題について

は，表 3 で示した．
連携のためのツールでもある就学支援シートの

 12

教員年数

就学支援シート活用に関しての課題 (n=14 重複回答） n(%) χ２検定

保護者の同意を得、記入に限界あり 10(71.4) **

本当に伝えたいことを網羅できない 7(50.0) n.s.

保護者の認識によるため、本当の支援に結びつけられるか疑問 5(35.7) n.s.

就学前機関の記入欄は大差なし 0(0) n.s.

 

表 2 就学支援シート活用に関しての課題と教育経験との関連   

 

 

 

 

 

 

n.s.：not significant ，＊＊：p<0.01 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 13

n(%)

乳幼児健診から記録媒体を統一  9(64.3) 

子ども課など子どもに関わる課の一元化  3(21.4) 

乳幼児健診に教育委員会が介入  1(7.1)

就学時健診に保健師が介入  2(14.3) 

その他  3(21.4) 

 

表 3 教育委員会における支援体制としての課題 （n=14 重複回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2　就学支援シート活用に関しての課題と教育経験との関連

表 3　教育委員会における支援体制としての課題 （n=14 重複回答）
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ような記録媒体の統一に関しての意見は，「乳幼
児期から就学支援シートのような記録媒体の統一
は必要である」とする意見が 9 人（64.3%）と半
数以上であった．　

他に，「長野県駒ヶ根市のような乳幼児期から
学齢期すべての子どもに関わる課が教育委員会の
中に一元化している『子ども課』の設置が必要で
あるとするもの」が 3 人（21.4%）であった． 

教育委員会における関係職種との連携について
は，表 4 の通りである．

教育委員会の就学支援シート担当者が一番連携
していると回答したのは「特別支援学校」であっ
た．

就学前機関として，子どもや保護者に一番関わ
ると考えられる保健師や保育士，幼稚園との連携
については，ほとんどないことが示された．

（４）保護者支援について
就学前における保護者支援は誰が行ったらいい

かということについては，表 5 で示した．
選択式での回答ではあったが，保育士が 10 人

（71.4%）ともっとも多かった．他は，「発達相談
センター」「幼稚園教諭」「保健師」「療育機関」
と続いた．教育委員会への調査であり，文部科学
省管轄の組織が並んだ結果であった．しかし，「保
健師」については，6 人（42.9%）であり，幼稚
園教諭と並んだ．

これらの職種が保護者支援に有効だと考えた理
由としては，自由回答で「保育士や幼稚園教諭，
保健師は就学前において子どもや保護者と一番関
わりがある」が 8 人（57.1%）と一番多かった．
具体的には，「つながりのある機関が接した方が，
受け入れられやすい．はじめから教育委員会や学
校が入ると，身構えてしまったり，トラブルに 
なってしまう恐れがある」や「保育士，幼稚園教
諭については，子どもと向き合う時間が長く，保

 14

ｎ（％）

特別支援学校 6(42.9)

小中学校 1(7.1)

療育機関 1(7.1)

小児科 1(7.1)

教育相談員 1(7.1)

保健師 1(7.1)

保育士 1(7.1)

教育センター臨床心理士 1(7.1)

福祉センター（児童ディサービス担当） 1(7.1)

幼稚園 1(7.1)

スクールカウンセラー 1(7.1)

大学教授 1(7.1)

病院 1(7.1)

子ども発達支援センター 1(7.1)

未回答 6(42.9)

 
表 4 教育委員会における関連職種との連携 （n=14 重複回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4　�教育委員会における関連職種との連携 （n=14 重
複回答）
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ｎ（％）

保育士 10(71．4)

発達相談センター 8(57．1)

幼稚園教諭 6(42．9)

保健師 6(42．9)

教育相談や就学相談担当者 5(35．7)

療育機関 5(35．7)

特別支援コーディネーター 3(21．4)

 
表 5 教育委員会担当者が就学前において保護者支援を担うべきだと考える専門職種 （n=14 重複回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 5　�教育委員会担当者が就学前において保護者支援
を担うべきだと考える専門職種 （n=14 重複回答）

 16

ｎ（％）

我が子の障害を受け入れられない保護者は相談もうまくいかな
い

9(64.3)

我が子の障害は受け入れているが、障害を持った子の保護者
（親）になったことを受け入れられていない

2(14.3)

その他 1(7.1)

未回答 2(14.3)

 
表 6 教育委員会において相談がうまくいかないケースの保護者の子どもの発達障害の認識 （n=14 重複回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 6　�教育委員会において相談がうまくいかないケースの保護者の子どもの
発達障害の認識 （n=14 重複回答）
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護者支援をするための子どもの情報量が多いか
ら，就学相談担当者や療育機関は専門的な立場か
ら保護者支援を行うことができるから」という回
答が得られた．また，「保健師がもっとも接する
機会が多いため，信頼が得られると思うから」と
いう回答もあった．

教育相談や就学相談が発達障害の正しい情報を
提供する場になる機会になるかについては，「あ
る」と「どちらともいえない」がそれぞれ 5 人

（35.7%）であり，「ない」が 1 人（7.1%）であった．
相談がうまくいかないケースの保護者の印象に

ついては，表 6 で示した．「我が子の障害を受け
入れられない保護者は相談もうまくいかない」が
9 人（64.3%），「我が子の障害は受け入れられて
いるが，障害を持った子の保護者になったことを
受け入れられていない」が 2 人（14.3%）であった．
相談がうまくいかないケースのすべてが，子ども
の障害を受け入れていないわけではないという結
果であった．

３．３　保健センターへの調査結果
（１）健診について

5 歳児健診の実施については，「実施していな
い」が 46 人（83.6%）であった． 

1 歳 6 ヶ月児健診や 3 歳児健診は，集団健診か
医療機関委託における個別健診かについては，「集
団健診」は 31 人（56.4%）と半数以上であった． 

乳幼児健診後，気になるケースについてカンフ
ァレンスを実施しているかについては，「実施し
ている」が 54 人（98.2%）であった．実施時期
については，「健診後すぐ」が 53 人（96.4%）で
あった．

健診後のカンファレンスメンバーについては，
表 7 で示した．

保健師は回答があった中で，52 人（94.5%）で
あった．

他は，乳幼児健診ということもあり，栄養士が
44 人（80.0%），続いて，歯科衛生士と臨床心理
士が 36 人（65.5%）という結果であった．教育
委員会職員や小学校教諭に至っては，参加はない
ということがわかった．

（２）健診後のフォローについて
発達の気になる子どもに対する健診後のフォ 

ローについては，表 8 で示した．
一番多かったのは「医療機関を紹介する」とい

う結果で，43 人（78.2%）と 7 割を超えた．
「療育機関を紹介する」は 38 人（69.1%），「フォ

ロー教室で様子をみる」と「家庭訪問で様子をみ
る」は 33 人（60.0%）であった．
「家庭訪問で様子をみる」33 人（60.0%）は，い

つまで様子をみるかということについては「ケー
スバイケース」とするものの，「小学校入学まで」
が 8 人（家庭訪問と回答の 24.2％），「就学後も関
わる必要があれば関わる」が 1 人（家庭訪問との
回答の 3.0%）であった．

ここから，就学をすると保健師の関わりが少な
くなることが示された．
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n(%)

保健師 52（94.5）

栄養士  44(80.0)

歯科衛生士  36(65.5)

臨床心理士  36(65.5)

看護師  17(30.9)

小児科医  15(27.3)

言語聴覚士   6(10.9)

保育士   4(7.3)

その他医師   3(5.5)

心理相談員   2(3.6)

臨床検査技師   2(3.6)

事務職   2(3.6)

環境衛生監視員   1(1.8)

その他職員   1(1.8)

教育委員会職員   0(0)

小学校教諭   0(0)

精神科医   0(0)

未回答   2(3.6)

 
表 7 保健センターにおける乳幼児健診後のカンファレンスに参加する職種 (n=55 重複回答) 
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n(%)

医療機関を紹介する 43(78.2)

療育機関を紹介する 38(69.1)

フォロー教室で様子をみる 33(60.0)

家庭訪問にて様子をみる 33(60.0)

保育所（園）・幼稚園の巡回相談を利用する 18(32.7)

その他 33(60.0)

無回答

 

表 8 発達の気になる子どもに対する健診後のフォロー (n=55 重複回答) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7　�保健センターにおける乳幼児健診後のカン
ファレンスに参加する職種（n=55 重複回答）

表 8　�発達の気になる子どもに対する健診後のフォロー 
（n=55 重複回答）
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（３）健診での発達障害の発見とフォローについて
乳幼児健診やそれ以外で子どもの発達障害につ

いて気づく機会については，表 9 で示した．
乳幼児健診により，子どもの発達障害を気づく

のは，「保護者からの相談により気づく」が 42 人
（76.4%）であった．また，「（保護者からの相談
はなくても）乳幼児健診で気づく」は 34 人（61.8%）
であった．

乳幼児健診以外で子どもの発達障害に気づく機
会としては，「乳幼児健診以外の機会での保護者

からの相談」や「虐待が疑われ様子を見ていた」
という回答であった．

乳幼児健診のフォローがスムーズにできるケー
スとして保健師が感覚的に捉えている内容として
は，表 10 で示した．
「保護者が子育てに困難を感じているため発達

障害を疑われ，逆に納得している」が 40 人（72.7%）
であった．続いて，「保護者が容易にすすめに応
じる」は 35 人（63.6%）であった．その他では「関
係機関と情報共有が可能な時」や「医療機関で指
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n(%)

乳幼児健診時、保護者から子どもの発達障害などについて相談を受け、気づく 42(76.4)

乳幼児健診以外の育児相談時に、保護者からの子どもの発達などについて相談
を受け、気づく

41(74.5)

ほとんど乳幼児健診で気づく 34(61.8)

虐待が疑われ、様子をみていたため子どもの発達障害についても気づいた 34(61.8)

妊娠中から気になっていた母親（家族）のため、出産後も頻繁に関わっていた
ため早期に子どもの発達障害について気づいた

20(36.4)

その他 22(40.0)

無回答 2(3.6)

 

表 9  乳幼児健診やそれ以外で子どもの発達障害に気づく機会について    (n=55 重複回答) 
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n(%)

保護者が子育てに困難を感じているため、発達障害を疑われ、逆に納得している 40(72.7)

保護者が容易にすすめに応じる 35(63.6)

保護者が保健師や医師の話を容易に理解している 31(56.4)

その他 8(14.5)

無回答 4(7.3)

 

表 10 乳幼児健診後のフォローにおいて，スムーズにフォローできる要因として保健師が捉えていること 

 (n=55． 重複回答) 
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n(%)

5歳児健診は実施しなくとも、乳幼児健診後、子どもの様子を定期的に保健師が追って

いく

30(54.5)

学校に入学後も保健師が養護教諭と連絡を取り合う 11(20.0)

5歳児健診を実施し、教育委員会も健診での相談やカンファレンスに関わる 7(12.7)

就学時健診の際に、保健師が入る 7(12.7)

その他 23(41.8)

無回答 5(9.1)

 

表 11 乳幼児健診で発達障害を発見したケースについて，学校へと連絡・調整をしていくために必要なこと  

  (n=55 重複回答) 
                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9　乳幼児健診やそれ以外で子どもの発達障害に気づく機会について（n=55 重複回答）

表 10　�乳幼児健診後のフォローにおいて，スムーズにフォローできる要因として保健師が捉えている
こと（n=55． 重複回答）

表 11　�乳幼児健診で発達障害を発見したケースについて，学校へと連絡・調整をしていくために必要
なこと（n=55 重複回答）
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摘されたことがある場合」，あるいは「保護者が
上の子と比較して違いを感じていた時など」とい
う結果であった．

（４）学齢期への連絡・調整について
乳幼児健診で発達障害を発見したケースについ

て，学校へと連絡・調整をしていくために必要な
ことについては，表 11 で示した．
「5 歳児健診は実施せず，保健師が経過をみて

いく」が 30 人（54.5%）であった．その他の回
答では，「幼児期の問題も支援シートのように引
き継ぐこと」や「幼稚園・保育所との情報や学校
関係者へ，保健センターの存在をアピールして学
校関係者と連絡をとっていく」という回答であっ
た．

（５）保護者との関わりについて
医療機関受診，フォロー教室，療育機関受診な

ど様々な形で健診後のフォローが必要なケースに
関して，スムーズにフォローできない場合は，重
複回答結果ではあるが「保護者と関われる機会が
あると少しずつ話をしている」が 47 人（85.5%）
と「遊びの教室など，誰でも参加可能ということ
で実施している機会に誘って，少しずつ関わるよ
うにしている」が 34 人（61.8%）という結果で
あった．保健師側から積極的に働きかけというよ
りは，保護者と接触をする機会があった際に心が
ける結果であった．しかし，「すべてを拒否する
ようなケースに関しては何も関われないまま小学
校に入学している」という回答については 20 人

（36.4%）であった．
保健師の支援へとつなげることができた具体的

な記載では，「いかに関係機関が保健・医療・福祉・
教育などの枠を超え，連携をとっていくか，柔軟
な対応と，保健師がキーパーソンの協力を得られ
るか」とあった．

保護者との関わりで大変だったエピソードにつ
いては，保護者が精神疾患，あるいは発達障害が
疑われ関わりが難しいケースは具体的回答が得
られた中（n=9）で 5 人（55.6%）あった．また，
母親が外国人の場合についての回答 2 人（22.2%）
から，言葉や文化の違いなど，支援を難しくして
いる実際について回答が得られた．

（６）発達障害児の保護者支援
ADHD や LD，高機能自閉症，その疑いのあ

る発達障害児の保護者において，何が原因で支援
に結びつきにくいと感じるかについては，「発達
障害を保護者が認識できない」が 20 人（36.4%）
であり，保護者の発達障害の認識が重要と考えて

いる回答が 4 割近くであった．
（７）保育所・幼稚園との関わりについて

保育所・幼稚園と連絡を取り合うことがあるか
については，「連絡を取り合うことがある」は 54
人（98.2%），「連絡を取り合うことはない」は 1
人（1.8%）であった．

連絡をとる時の理由としては，「保育所・幼稚
園の教諭から，気になる子どもについての相談を
保健師が受ける」が 47 人（87.0%），「保健師が
保育士・幼稚園教諭に，乳幼児健診後，気になっ
たケースについて連絡をとる」は 28 人（51.9%）
であった．少数意見として，「保育所から保育
士加配要求で事務担当者に連絡がある」が 5 人

（9.3%）であった．
保育所・幼稚園の巡回相談などに保健師が関

わることがあるかについては，「ない」が 37 人
（67.3%）であった．しかし，「ない」との回答の
中にも「子ども家庭支援センターの事業であり，
そこに保健師が配属されている」や「健康推進課
の保健師はいないが，教育機関の保健師はいる」
との回答もあった．「ある」については，16 人

（29.1%）であった．　
また，保育所・幼稚園の巡回相談への関わり

の有無と保健師の経験年数において，χ 2 検定
を行ったところ，有意な差は認められなかった．

（p>0.01）
保育所・幼稚園との関わりにおける差について

は，保育所と幼稚園では関わりに「差がある」と
した回答が 34 人（61.8%）であった．しかし，「差
がない」は 14 人（25.5%）であり，その中に「公
立か私立かによる差が大きい」という回答が 1 人

（1.8%）あった．
また保育所と幼稚園との関わりに差がある具体

的な内容については，「保育所の方が連絡をとり
やすい」が 19 人（55.9%），「保育所からは連絡
はあるが，幼稚園からはない」が 12 人（35.3%），

「幼稚園とは連絡を取り合っていない」が 6 人
（17.6%），「その他」で回答が得られた中（n=4）
のうち半数は「公立の方が連絡をとりやすい」と
いう内容であった．

（８）教育委員会との関わりについて
就学時健診に保健師が入るかについては，「入

らない」が 53 人（96.4%）であった．「入らない」
との意見の中に「療育と発達相談を担当する施設
があるので，そちらが参加している」との回答で
あった．

教育委員会と連絡を取り合うことがあるかにつ



石川看護雑誌 Ishikawa Journal of Nursing Vo.7, 2010

− 53 −

いては，「よく連絡をとる」との回答はなく，「時々
連絡をとる」が 24 人（43.6%），「連絡をとるこ
とはない」が 30 人（54.5%）である．連携の必
要性は双方感じているが，実際のところは十分に
連絡を取り合えていない現状が明らかになった． 
「時々連絡をとる」のはどのような時かについ

ては，「教育委員会から連絡があったとき」が 7
人（29.2%）である．このうち 4 例については，
教育委員会からの連絡として「就学相談で気にな
ったから」「保護者に精神疾患があり関わりが困
難だったから」「不登校である」との回答であっ
た．

他の回答では，「小学校から連絡があったとき」
が 5 人（20.8%）である．この内容は，「問題の
ある生徒，保護者の健診時の状況や対応方法，こ
ころの相談予約などで連絡があった」「虐待で連
絡があった」である．他の回答では「就学時健診
後のフォローのため連絡をする」が 3 人（12.5%）
であった．

考察
４．１　関係機関の連携について

就学前機関の連携については，先行研究におい
ても述べられている 19）~20）が，本研究結果から，
就学前の発達障害児の継続支援に関わる教育委員
会と保健センターの連携の実態としては，保健セ
ンターの調査結果では教育委員会と連絡を取り合
うことはあるかにおいて，「連絡をとることはな
い」30 人（54.5%）であり，連絡を取り合うこと
はほとんどない実態が明らかになった．

その他の機関として重要な，保育所・幼稚園と
の関わりについては保健センターでは，連絡を取
り合うとの回答であり，教育委員会就学支援シー
ト担当者においては，連携についての回答で保育
士や幼稚園教諭とは 1 人（7.1%）のみであり十
分関わっているとは言い難い結果であった．しか
し，就学支援シートの記入に保育所・幼稚園の記
入欄もあるため，就学支援シートの活用に関して
は関わっていると考えられる．

このことから，教育委員会も保健センターもそ
れぞれ就学前機関の保育所・幼稚園とは関わりが
あるといえる．一方，気になる子どもについては
保育所・幼稚園から保健師に相談をするケースが
半数近くであり，逆に保健師から保育所・幼稚園
に連絡をとることは 3 割ほどで，十分とは言い難
いが，教育委員会との関係に比べると連絡を取り
合っていることが示唆された．

上記も含め，保健師と保育士・幼稚園教諭間は，
気になるケースに関して連絡を取り合っており，
教育委員会は就学支援シートの記入については連
絡を取り合っている可能性はあるが，実際に気に
なるケースについて連絡を取り合うことは，保健
師に比べ少ないのではないかと考えられた．

関連して，文部科学省が進める特別支援コー 
ディネーターの指名に関して，全国的に幼稚園教
諭の指名が進まない 21）といわれる中，コーディ
ネーターが指名されても機能しなければ意味がな
いと考えられる．実際，教育委員会への調査結果
で表 5 の保護者支援は誰が行っていくかについて
は，「特別支援コーディネーター」とする回答が
3 人（21.4%）と回答数が一番低く，全国的に進
められてきた成果としては，機能しているとは言
い難い現状が示唆された．

逆に，特別支援コーディネーターは，発達障害
児に対して地域の中で包括的に関わっていく役割
がある 22）．本来の役割が機能したならば，就学
前から学齢期へとコーディネートする役割を担
い，就学時に支援が途切れることなく，学齢期も
長期にわたり子どもと保護者に対して支援をして
いくことが可能になると考えられる．

また，保育所や幼稚園への巡回相談については，
幼稚園支援としての巡回相談であり，移行支援の
ための巡回相談ではない．つまり，現在実施され
ている巡回相談が，どれだけ発達障害児に関して
支援をしているか，不明確であると感じた．巡回
相談という形で外部者が保育所・幼稚園に関われ
る利点をさらに活かして，連携・協働できる体制
づくりが望まれると考えられる．具体的には，子
どもの保育所・幼稚園での様子を巡回相談で見る
ことにより，健診結果だけでなく，普段の様子か
ら必要な支援についてアセスメントし，保育士・
幼稚園教諭に子どもへの関わり方を支援していく
ことが考えられる．また，保護者に対しては，健
診時に子どもの発達障害について指摘をされた
が，受け入れられなかったケースについては，保
健師と連携を取りながら，保育士や幼稚園教諭の
コーディネートにより保護者と関わり，保護者支
援をしていく体制づくりも必要ではないかと考え
られた．

就学前機関から学校に情報を伝えていくための
情報伝達手段については，乳幼児期から記録媒体
を統一するという，人を介しての情報伝達でなく，
記録媒体を統一することで情報の共有を行うとす
る意見が 7 割を超えた．しかし，実際は，保健セ
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ンター，保育所・幼稚園，教育委員会はそれぞれ
連携・協働の必要性は感じているが，任命権者の
異なる機関の連携に関しては，スムーズでない．

表 3 で，「子ども課など子どもに関わる課の一
元化」について，21.4%との結果であったが，こ
のような体制をとっているところは全国でも少な
いことも考えると，意外な結果であった．

このことから，任命権者の異なる機関における
組織編成への期待もわずかではあるが，望まれる
声があることが示唆された．

このような動きは，全国的に見られ（長野県 
駒ヶ根市「子ども課」や滋賀県湖南市「発達支援
システム」，三重県亀山市の「子ども総合支援室」），
連携のための組織編成も今後，支援体制の１つと
なっていくことを期待したいと考える．

また，保健師が支援につなげることができた具
体的な例として，「いかに関係機関が保健・医療・
福祉・教育などの枠を超え，連携をとっていくか，
柔軟な対応と，保健師がキーパーソンの協力を得
られるか」という結果であった．ここで支援へと
つながった理由を具体的に示されたのではないか
と考えられる．

連携は，いかに関係機関が枠を超えるかにか 
かっていると示唆された．

４．２　保護者支援について
教育委員会の調査において，保護者支援に有効

な職種として，就学支援シート担当者が考えてい
るものは，保育士が一番多く，続いて発達相談セ
ンター，幼稚園教諭と保健師であった．特別支援
コーディネーターは，就学前において保護者支援
の点であまり期待されていない現状が示唆され
た．

就学支援シート担当者が，これらの職種が保護
者支援に有効だと考えた理由として，保育士や幼
稚園教諭，保健師は就学前において子どもや保護
者と一番関わりがあるとした．具体的には，「つ
ながりのある機関が接した方が，受け入れられや
すく，はじめから教育委員会や学校が入ると，身
構えたり，トラブルになってしまう恐れがあると
いうことや保育士，幼稚園教諭については，子ど
もと向き合う時間が長く，保護者支援をするため
の子どもの情報量が多いから，就学相談担当者や
養育機関は専門的な立場から保護者支援を行うこ
とができるからとする結果であった．また，保健
師がもっとも接する機会が多いため，信頼が得ら
れると思うからという結果もあった．

東京都において保健師が実際に，どのくらい子
どもや保護者と関わりがあるのか明確ではない
が，就学支援シート担当者の中では，保育士，発
達相談センターに続き，保護者支援には保健師が
有効であるとの認識があることがわかった．

このことから，保護者支援は保育士や保健師が
適しているとするが，実際スムーズに連絡を取り
合うことがないことが前述からもわかる．

以上のことから，保護者支援には，教育委員会
以外の職種が適していると考えていることが示唆
された．

保健センターの調査において，医療機関受診，
フォロー教室，療育機関受診など様々な形で健診
後のフォローが必要なケースに関して，保護者と
の接触があった際に関われるように心がけるとい
う印象である．しかし，一番現場で問題になって
いるようなすべてを拒否するようなケースに関し
ては何も関われないまま小学校に入学している．
積極的に「キーパーソンを通して関わる」という
ことを実施している場合もあるが，関われないま
ま入学しているケースに関しては，教育委員会の
調査結果も，本当に支援を必要としているケース
には関われないという課題が示唆された．

また，保護者支援としての具体的方策について
は，保護者が子どもの発達障害を受容するために
家族支援の必要性について先行研究 23） ~25）では述
べられているが，今回の研究結果から，本当に支
援が必要な保護者への働きかけや保護者が子ども
の障害受容ができるための家族支援については不
明確であった．

以上のことから，発達障害児の継続支援には子
どもの保護者への支援が重要であり，個々に応じ
た柔軟な対応，あるいは時間をかけた対応や保護
者が障害受容をできる支援が必要であるという見
解を得た．

４．３　�専門職者が保護者に発達障害についての
正しい知識・情報を提供する支援体制に
ついて

平澤 26）は従来の障害児保育を超えて，特別支
援教育というような，診断のない子どもも含む特
別な支援を要する子どもに対する支援体制を検討
していく必要があるといっている．

教育委員会の就学支援シート担当者は，教育経
験年数は平均 5.2 ± 1.5 年であり，就学支援シー
トの活用の課題で，有意な差が認められたことか
ら，経験年数により，活用時に保護者に記入の同
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意を得られることについては，関連があることが
わかる．

つまり，活用には就学支援シートがなぜ必要か
わかってもらわなければ活用されないと考えられ
るため，ある程度の経験があるほど説明もできる
と考えられる．このことから，就学支援シート活
用時に保護者支援がなされ，活用に至ると示唆さ
れた． 

また，活用に関しては保護者の理解が得られな
ければ十分な活用は難しいという結果であった．
逆に就学支援シートを活用している保護者は療育
機関などでフォローがされている保護者が多いこ
とが示唆された．

以上のことから，就学支援シートの活用にあ 
たっては，たとえば乳幼児健診後のフォローにお
いて誰でも参加可能な遊びの教室などを通し保護
者に関わり，関係を築く中で子どもの発達障害に
ついての情報を保護者が得られるように関わって
いくことも有効なのではないかと考えられた．

金生 24）は，早期支援・継続支援には，就学支
援シートを活用する以前からの関係づくりと情報
提供の必要性が示している．今回の調査結果も含
め，保護者が子どもの発達障害を受け入れられる
状況づくりと発達障害児の保護者になったことを
受容できる時間が必要なのではないかという一考
察を得た．

具体的には，全国の自治体で実施している療育
機関や児童発達支援施設，児童ディサービスが健
診のフォロー機関として機能することが考えられ
る．健診や保育所・幼稚園で発達障害を発見し，
その後，訓練機関である療育機関や児童発達支援
施設，児童ディサービスで，保護者が発達障害に
ついての知識や情報を得ることで，支援の必要性
を学び，共感できる保護者との交流をする場を得
ることができる．　

早期から，このような支援を受けることで，就
学時には就学支援シートの必要性も容易に理解で
き，就学後も継続支援が可能になると考えられる．

以上のことから，専門職者が保護者に発達障害
についての正しい知識・情報を提供する支援体制
については，乳幼児期から療育機関や健診等によ
る発達障害の指摘だけでなく，保護者が発達障害
についての正しい知識が得られるような専門職に
よる継続的な関わりや情報提供，また保護者支援
が継続支援のための具体的方策の一つではないか
という見解に至った．

５．結論
教育委員会への調査結果からは，就学支援シー

トを活用する保護者については，「保健師との関
係が良好」「療育機関の職員との関係が良好」と
する意見があり，就学前機関で関わる専門職者と
の関係が良好であることが就学支援シートの活用
に影響があることがわかった．

また，専門職者の経験年数が継続支援のための
支援体制に影響があるかということでは，就学支
援シートの活用については，影響があるが，それ
以外については特に影響がなかった．

さらに，専門職者が保護者に発達障害について
の正しい知識・情報を提供する支援体制について
は，乳幼児期から療育機関や健診等による発達障
害の指摘だけでなく，保護者が発達障害について
の正しい知識が得られるような専門職による継続
的な関わりや情報提供，また保護者支援が継続支
援のための具体的方策の一つではないかという見
解に至った．

６．今後の課題
（１）早期からの発達障害の情報提供

相談がうまくいかないケースについては，早期
に適切な支援がなされることにより，子どもの２
次的不適応を防げることを説明することができる
よう，就学前機関からの情報提供の必要性につい
て述べるにとどまった．

また，就学支援シートにおいても，書面の内容
であることや親の発達障害の認識により，記載す
る内容が変わることに関しては発達障害について
の知識や情報を得ることで，活用の必要性につい
ても理解されることが考えられる．これについて
は，今後の課題とする．

（２）家族支援
保護者支援としての具体的方策については，保

護者が子どもの発達障害を受容するために家族支
援の必要性について先行研究 23） ~25）では述べられ
ているが，今回の研究結果から，本当に支援が必
要な保護者への働きかけや保護者が子どもの障害
受容ができるための家族支援については今後の課
題として残った．

（３）保育所・幼稚園との連携の実際
　今回の調査は，保育士・幼稚園教諭へは実施

していないことから実際については不明である
が，保健師側からの柔軟に連絡を取り合っていな
いことも考えられる．

また，保健師は，普段子どもを見ている保育士・
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幼稚園教諭と連絡をとっていないことから，保健
師だけで問題が解決しているのか，保育士や幼稚
園教諭に関わりを持ち，連絡調整をとらないとい
うことなのかについて，今後の課題である．

（４）本当に支援を必要としているケースへの関
わり

保護者と関われないまま小学校に入学している
ケースに関しては，教育委員会の調査結果で得ら
れた回答からも，本当に支援を必要としている 
ケースには関われないという結果であった，この
ようなケースについては，長期に関わる必要性に
ついては考察したが，具体的な方策については今
後の課題である．
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Support System for Developmentally Disabled Preschool Children  
An Examination for Continual Support

Abstract
　This study was carried out to examine the effectiveness of a system provided by specialists to 
parents for the early detection of developmental disorders in children during the preschool period 
and the impact of their years of experience on the provision of ongoing assistance to support 
continuing attendance at school. This study examined the infant checkups and follow-up carried 
out by the Public Health Center, and the School Attendance Assistance Sheet promoted throughout 
Tokyo from 2007 by the Board of Education. The results of this survey of the Board of Education 
and Public Health Center suggest the necessity of creating a structure that connects related 
institutions holistically rather than individually for ongoing assistance and the need to provide 
information on the developmental disorders by specialists to increase awareness among parents. In 
addition, in regard to the impact of their years of experience on the provision of ongoing assistance, 
investigation revealed that utilization of the School Attendance Assistance Sheet was effective, but 
that other resources had negligible influence.

Keywords  �children with developmental disorders， ongoing assistance， support system， 
school attendance assistance sheet， infant checkups


